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令和５年度（２０２３年度）熊本県における 

事務の的確・適正な執行の確保に関する評価報告書 

 

 熊本県知事 木村 敬は、地方自治法第１５０条第４項の規定による評価を

行い、同項に規定する報告書を次のとおり作成しました。 

 

１ 制度の整備及び運用に関する事項  

  熊本県知事 木村 敬は、熊本県における事務の的確・適正な執行の確保

に関する整備及び運用に責任を有しており、熊本県においては、「地方公共団

体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成３１年３月総務省

公表。以下「ガイドライン」という。）に基づき、「熊本県における事務の的確・

適正な執行の確保に関する方針」（令和元年１２月２７日制定）を策定し、当

該方針に基づき事務の的確・適正な執行の確保に関する制度（以下「制度」と

いう。）の整備及び運用を行っております。  

  なお、本制度は、制度の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機

能することで、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。

このため、制度の目的の達成を阻害する全てのリスクを防止し、または当該

リスクの顕在化を適時に発見することができない可能性があります。 

 

２ 評価手続  

  熊本県においては、令和５年度（２０２３年度）を評価対象期間とし、令和

６年（２０２４年）３月３１日を評価基準日として、ガイドラインの「Ⅳ 内

部統制評価報告書の作成」に基づき、制度の評価を実施しました。 

  

３ 評価結果  

上記評価手続のとおり、ガイドラインに規定する評価作業を実施した限り、

評価対象期間中の運用上の重大な不備を把握したため、熊本県における制度

は評価対象期間において有効に運用されていないと判断しました。 

 

４ 不備の是正に関する事項  

  当該運用上の重大な不備の概要及び是正状況は別表のとおりです。 

再発防止を徹底するとともに、引き続き的確・適正な事務の執行に取り組ん

で参ります。 

 

 

令和６年（２０２４年）７月１７日 

 

 

熊本県知事 木村 敬    
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別表 
評価対象期間中に把握した重大な不備 

№ 分類 概要 是正状況 備考 

 
１ 

 
□整備 
 
■運用 

【県税の課税誤り】 
・平成 31 年度の税制改正に
伴い、自動車税のうちロータ
リー車に係る条例上の税率区
分の改正が必要であったが、
条例改正漏れにより、令和元
年度から令和 5 年度までの期
間中、1,899 件（637 台）、約
1,030 万円の過大な課税が発
生。 
・条例改正の漏れにより法的
根拠のない過大な徴収を行っ
たことから、本県及び県民に
対し、大きな経済的・社会的
不利益を生じさせたものであ
る。 

  
・熊本県議会令和 6 年 2 月
定例会にて、当該事案に係
る条例改正が可決。 
・税制改正に伴う条例改正
においては、担当主査及び
副査等の複数人が税制改正
の内容を把握した上で改正
作業を実施するとともに、
県税システムの仕様との照
合も確実に行うことで、組
織的な重複確認を徹底し、
再発防止を図る。 

 

 
２ 

 
□整備 
 
■運用 

【個人情報の漏えい】 
・メール又は書類の誤送等に
より、個人情報が流出する事
案が対象年度中に 18 件発
生。 
・個人情報の流出という特性
上において、流出させたこと
自体を重く受け止めるべきで
あることや、事後の対処が極
めて困難であることから、県
民に対し、大きな経済的・社
会的不利益を生じさせたもの
である。 
  

  
・個人情報等を含む情報の
発送及び管理において、各
所属のチェック体制の強化
を実施。 
・複数の職員による発送時
の確認や情報管理の方法を
ルール化するなどの漏えい
対策の徹底について、令和
5 年 12 月に改めて全庁に
通知。通知発出以降、令和
6 年 6 月までの個人情報の
流出事案は 1 件となってい
る。 
・昨年度に引き続き、職員
の研修受講を必須とするな
ど、繰り返し全庁的な職員
の意識向上を図る。 

 

 
３ 

 
□整備 
 
■運用 

【国庫負担金に係る延滞金の発生】  
・令和 3 年度後期高齢者医療
給付費等国庫負担金の交付確
定にあたり、県が熊本県後期
高齢者医療広域連合に対して
必要な納入告知書を発行して
おらず、当該広域連合におい
て超過交付額の未返還が発
生。 
・延滞金約 2,100 万円が発生
し、本県がその全額を負担し
たことから、本県及び県民に
対し、大きな経済的・社会的
不利益を生じさせたものであ
る。 

   
・事務の起点から終点まで
の流れが分かるチェックリ
ストを作成して見える化
し、担当から所属長まで複
数人で進捗状況を確認する
体制を取り、県から確実に
納入告知書を発行。 
・熊本県後期高齢者医療広
域連合に対しては、返納に
係る国からの事前連絡を共
有し、予め支払いの準備を
行ってもらい、その後の支
払いの認識を持っていただ
く。 
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 監査第８２号  

令和６年（２０２４年）年９月３日  

 

熊本県知事 木 村 敬 様 

 

                                熊本県監査委員 藤 井  一  恵 

                                同              竹 中     潮 

                                同             城 下  広 作 

                                同              河 津  修 司 

 

   令和５年度（２０２３年度）熊本県における事務の的確・適正な執行の 

確保に関する評価報告書に係る審査意見書の提出について 

 熊本県監査基準に準拠し、地方自治法第１５０条第５項の規定により、令和６年

（２０２４年）７月２９日付け人第１７６号で審査に付された同条第４項に規定す

る令和５年度（２０２３年度）熊本県における事務の的確・適正な執行の確保に関

する評価報告書に係る審査の結果については、別添のとおりです。 
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令和５年度（2023年度） 

 

熊本県における事務の的確・適正な 

執行の確保に関する評価報告書に 

係る審査意見書 

 

 

 

 

 

             熊本県監査委員 
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令和５年度（２０２３年度）熊本県における 

事務の的確・適正な執行の確保に関する評価報告書に係る審査意見 

 
 

 「熊本県監査基準」に準拠し、地方自治法第１５０条第５項の規定により、同

条第４項に規定する報告書の審査を行ったので、次のとおり意見を付する。 

 

                  令和６年（２０２４年）９月３日 

 

                   熊本県監査委員 藤 井  一 恵 

                   同       竹 中    潮 

                   同       城 下  広 作 

                   同       河 津  修 司 

 
１ 審査の対象 

「令和５年度（２０２３年度）熊本県における事務の的確・適正な執行の確保

に関する評価報告書」 

   
２ 審査の着眼点 

監査委員による令和５年度（２０２３年度）熊本県における事務の的確・適正

な執行の確保に関する評価報告書（以下「評価報告書」という。）の審査は、熊

本県知事が作成した評価報告書について、熊本県知事による評価手続に沿って適

切に実施されたか、事務の的確・適正な執行の確保に関する制度（以下「制度」

という。）の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行われて

いるか、といった観点から検討を行い審査するものである。 

  
３ 審査の実施内容 

評価報告書について、熊本県知事及び評価部局から報告を受け、「熊本県監査

基準」に準拠し、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライ

ン」（平成３１年３月総務省公表）の「Ⅴ 監査委員による内部統制評価報告書

の審査」に基づき、必要に応じて関係部局に説明を求めたうえで、審査を行った。

また、監査において得られた知見を利用した。 

 

４ 審査の結果 
評価報告書について、上記のとおり審査した限りにおいて、評価手続の一部に

不適切な事項があり、評価手続に係る記載は一部相当ではないが、当該事項を除

いた範囲においては、評価結果に係る記載は相当であると考えられる。 

（指摘事項） 

監査において確認したところ、これまでと同様、職員への制度の周知不足を原

因とするリスク発生報告書の提出漏れが一部の所属で発生していることが確認

されたが、いずれも重大な不備には該当しないことを確認した。 
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令和５年度に必修化された「適正な事務処理の確保」に関する研修等を通じて

職員の個人情報に関する意識づけを更に行うとともに、業務委託先も含め、個人

情報を取り扱う事務のチェック体制、情報漏えいの防止策を強化・徹底していた

だきたい。そして、本制度による日常的モニタリングが有効に機能し、評価手続

きが適正に行われ、リスク発生防止のための一層効果的な仕組となるよう引き続

き取り組んでいただきたい。 
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